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総合評価落札方式の根拠（会計法）

・ 予定価格の制限の範囲内で最高又は・ 予定価格の制限の範囲内で最高又は
最低の価格をもって申込みをした者を
契約の相手方とする （第29条6第1項）

・ 第1項の規定により難い契約については・ 第1項の規定により難い契約については
価格及びその他の条件が国にとって
最も有利なものをもって申込みをした者を最も有利なものをもって申込みをした者を
契約の相手方とする （第29条6第2項）契約の相手方とする （第29条6第2項）
〈この場合は、各省庁の長が財務大臣に〈この場合は、各省庁の長が財務大臣に
協議して定める（予決令第91条）〉
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総合評価落札方式の変遷（工事・国土交通省）

1998年11月 今井1号橋撤去工事で初試行（関東地方整備局）1998年11月 今井1号橋撤去工事で初試行（関東地方整備局）
2000年9月 工事に関する入札に係る総合評価落札方式の

標準ガイドライン作成標準ガイドライン作成
2002年6月 工事に関する入札に係る総合評価落札方式の性能

等の評価方法について（金額で2割実施）2

2005年4月 品確法施行
2005年9月 公共工事における総合評価方式活用ガイドライン2005 9

（簡易型、標準型、高度技術提案型）
2006年1月 独禁法改正
2006年4月 高度技術提案型総合評価方式の手続きについて2006年4月 高度技術提案型総合評価方式の手続きについて
2006年12月 施工体制確認型総合評価方式の試行

調査基準価格の段階的引き上げ調査基準価格の段階的引き上げ
標準Ⅰ型、Ⅱ型の導入

2012年2月 二極化案（施工能力評価型と技術提案評価型）審議2012年2月 二極化案（施工能力評価型と技術提案評価型）審議
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総合評価落札方式における基礎点の考え方
得点

目標状態の得点
＝100点

最低限の
要求要件を＝100点

（基礎点）

要求要件を
満たすコスト
＝基礎点コスト＝基礎点コスト

基準評価値
予定価格

基準評価値
＝100／予定価格

0
コスト

基礎点コスト 総合評価
管理費

コスト

予定価格

〈基礎点の考え方〉
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〈基礎点の考え方〉
予定価格 ： 基礎点コスト ＝ 100点 ： 基礎点



公共工事の品質確保の促進に関する法律の概要

〈法律の目的〉 公共工事の品質確保

1.公共工事の
品質確保に関する

2．『価格のみ競争』から
『価格と品質で

3．発注者を
サポートする

〈法律の目的〉 公共工事の品質確保

品質確保に関する
基本理念および
発注者の責務の
明確化

『価格と品質で
総合的に優れた
調達』
への転換

サポートする
仕組みの
明確化

明確化 への転換

施策 施策 施策

公共工事の品質は、
価格及び品質が

・工事の経験等、技術的能力
に関する事項を審査
（第11条）

外部支援の活用
による発注者支援

総合的に優れた
内容の契約がなされる
ことにより

（第11条）
・技術提案を求める入札
（第12条）

（第15条）

ことにより
確保されなければ
ならないことを明記

（第12条）
・技術提案についての改善が
可能（第13条）
・技術提案の審査の結果をならないことを明記

（第3条第2項）
・技術提案の審査の結果を
踏まえた予定価格作成
（第14条）（第14条）

政府の策定する「基本方針」に基づき、各発注者は必要な措置を講ずる
（第9条）

有資格業者名簿登録

技術的な工夫の余地が小さい 技術的な工夫の余地が大きい

技
術
的
能
力
の
審
査

技術的な工夫の余地が小さい 技術的な工夫の余地が大きい
一般的な技術提案を
求める

（特に小規模な
工事）

一般的な工事

技
術
的
能
力
の
審
査 個別の工事に際しての技術審査

高度な技術や優れた
工夫を含む
技術提案を求める

工事発注に
技
術
的
能
力
の
審
査 個別の工事に際しての技術審査

・建設業者及び配置予定技術者の同種・類似工事の経験
・簡易な施工計画について、配置予定技術者のヒアリング

工事発注に
おける審査・
評価に反映

技
術
提
案
の
審
査
・
評
価

・施工計画（施工手順・工期）、
品質管理（確認頻度、方法）

技術力を評価 高度な技術力を
審査・評価

高度な技術力を
審査・評価

技
術
提
案
の
審
査
・
評
価

品質管理（確認頻度、方法）
・建設業者及び
配置予定技術者の
同種・類似工事の

・施工上の提案

安全対策、環境への
影響、工期の縮減

審査・評価
・構造物の品質の向上を
図る提案

強度、耐久性、景観、
ライフサイクルコスト

工事の
施工履歴や

技
術
提
案
の
審
査
・
評
価

予定価格の作成

技術提案の改善

同種・類似工事の
経験・成績

ライフサイクルコスト

価格競争

施工履歴や
工事成績の
保存・活用

技
術
提
案
の
審
査
・
評
価

予定価格の作成

総合評価
（簡易型）

総合評価
（標準型）

総合評価
（高度技術提案型）

受注・竣工

価格競争

工事施工経験

（簡易型） （標準型） （高度技術提案型）

工事における
技術力の評価・活用

工事成績評定
※技術提案：一般的な工事においては、簡易な施工計画、品質管理等についての提案を求める。
技術的な工夫の余地が大きい場合は、上記に加え、施工上の提案、工事目的物の品質の向上に関する高度な提案を求める。（2005年9月）

工事成績
技術力の評価・活用
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緊急公共工事

加算点の変遷

標準ガイドライン
（2000）

新通達
（2002）

品確法
（2005）

緊急公共工事
品質確保対策
（2006）

運用ガイドライン
（2010）

高度技術
提案型 10~50点

30点（施工体制）

~70点（技術提案）
※施工体制なしは50点まで

30点（施工体制）

10~70点（加算点）

標準Ⅰ型

10~50点

必須評価項目以外
（総合評価管理費非計上）

※施工体制なしは50点まで
10~70
※施工体制なしは50点まで

30点（施工体制）
60~70点（加算点合計）標準Ⅰ型

必須評価項目

必須評価項目以外
（総合評価管理費非計上）

（総合評価管理費非計上）

必須評価項目
（総合評価管理費計上）

必須項目を評価する場合 10~50点 10~70点（加算点）

30点（施工体制）
20点（施工能力等）

40～50点（技術提案）

60~70点（加算点合計）
※施工体制なしは50点まで

30点（施工体制）

標準Ⅱ型
10点

必須評価項目
（総合評価管理費計上）

必須項目を評価する場合

必須項目以外のみ評価する場合

10~50点 10~70
※施工体制なしは50点まで 30点（施工体制）

50~60点（加算点合計）
※施工体制なしは50点まで

20～30点（技術提案）
25～35点（施工能力等）

簡易型

必須項目以外のみ評価する場合

10~50点（加算点）
30点（施工体制）

30点（施工体制）

25～35点（施工能力等）

30~40点（加算点合計）
※施工体制なしは30点まで簡易型

目 件数 ― ― ― 2006:50% 2007:60%  2008~:100%

10~30点
10~50点（加算点）
※施工体制なしは30点まで

5～10点（施工計画）
20点（施工能力等）

※施工体制なしは30点まで
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目
標

件数 ― ― ― 2006:50% 2007:60%  2008~:100%

金額 ― 2002-2004 ：20% 2005 : 40% 2006:80%  2007:90%  2008~：100%

低入札価格調査基準価格の見直し
1987年4月～1987年4月～
【範囲】予定価格の2/3～8.5/10

0.2

2/3 8.5/10

【式】直接工事費、共通仮設費、現場管理費×0.2

2008年4月～2008 4

【範囲】予定価格の2/3～8.5/10

【式】直工×0.95、共仮×0.9、現管×0.6、一般×0.3【式】直工×0.95、共仮×0.9、現管×0.6、一般×0.3

2009年4月～
【範囲】予定価格の7/10～9/10【範囲】予定価格の7/10～9/10

【式】直工×0.95、共仮×0.9、現管×0.7、一般×0.3

2011年4月～2011年4月～
【範囲】予定価格の7/10～9/10

【式】直工×0.95、共仮×0.9、現管×0.8、一般×0.3【式】直工×0.95、共仮×0.9、現管×0.8、一般×0.3

2013年5月～
【範囲】予定価格の7/10～9/10
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【範囲】予定価格の7/10～9/10

【式】直工×0.95、共仮×0.9、現管×0.8、一般×0.55
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地方公共団体および高速道路会社の地方公共団体および高速道路会社の
総合評価方式における入札価格評価方法総合評価方式における入札価格評価方法総合評価方式における入札価格評価方法総合評価方式における入札価格評価方法

インフラ事業戦略学寄付講座
東京大学受託研究員 秀島喬博

平成23年度の総合評価ガイドラインに基づいて
地方公共団体と高速道路会社の総合評価方式の制度を比較

東京大学受託研究員 秀島喬博

地方公共団体と高速道路会社の総合評価方式の制度を比較
入札価格の評価方法
除算方式の3パターンと加算方式の4パターンの7パターンに分類

除算方式 加算方式

除算方式の3パターンと加算方式の4パターンの7パターンに分類

評価
減少型

評価
一定型

一般型 小計
価格評価
緩和型

価格評価
減点型

価格評価
一定型

価格評価
一般型

小計

都道府県 0 4 36 40 2 0 6 5 13

政令指定都市 1 1 15 17 0 1 0 1 2

道路会社 0 0 2 2 1 2 1 1 5

小計 1 5 53 59 3 3 7 7 20小計 1 5 53 59 3 3 7 7 20

地方自治体は除算方式は多く、道路会社は加算方式が多い 10



除算方式除算方式

①①評価評価減少型減少型 ②②評価評価一定一定型型 ③③一般型一般型

④④価格価格評価評価緩和緩和型型 ⑤価格⑤価格評価評価減少減少型型 ⑥価格⑥価格評価評価一定一定型型 ⑦価格⑦価格評価評価一般一般型型

加算方式加算方式加算方式加算方式

11インフラ事業戦略学寄付講座 秀島喬博「地方公共団体および高速道路会社の総合評価方式における入札価格評価方法」

平成19年 6月22日（金） 第 1回 総合評価方式について

建設マネジメントシンポジウム

平成19年 6月22日（金） 第 1回 総合評価方式について

平成19年 7月13日（金） 第 2回
制度模索のための入札結果モニタリング
について

平成19年 7月13日（金） 第 2回
について

平成19年 8月31日（金） 第 3回 三者構造とCM方式について

平成19年 9月27日（木） 第 4回 発注ロットと共同企業体制度について平成19年 9月27日（木） 第 4回 発注ロットと共同企業体制度について

平成19年10月18日（木） 第 5回 技術の開発・調達について

平成19年11月16日（金） 第 6回 契約制度の多様化について

平成19年12月21日（金） 第 7回 予定価格制度について

平成20年 1月18日（金） 第 8回 コンサルタント業務の調達について

平成20年 2月29日（金） 第 9回 出来高部分払い方式の導入について平成20年 2月29日（金） 第 9回 出来高部分払い方式の導入について

平成20年 3月28日（金） 第10回
地方における公共工事執行のあり方に
ついて

平成20年 4月18日（金） 第11回 公共調達方式の国際比較

平成20年 5月23日（金） 第12回 全体討論
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平成20年 5月23日（金） 第12回 全体討論

建設マネジメント委員会HP；http://www.jsce.or.jp/committee/cmc/



論点１ 総合評価方式導入の意義論点１ 総合評価方式導入の意義
（1）品質向上

（2）談合防止（2）談合防止

（3）不良不適格業者の排除

（4）良い循環の促進（4）良い循環の促進

（5）技術力の向上

論点2 評価方法について論点2 評価方法について
（1）評価項目の設定（1）評価項目の設定

（2）配点

（3）加算方式と除算方式（3）加算方式と除算方式

（4）評価方法と評価者
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（5）手続き

論点3 総合評価方式の導入効果
（1）実施件数

（2）逆点 ?（2）逆点 ?

（3）品質

（4）成績（4）成績

（5）技術力

論点4 実務上の課題と改善方策
（1）体制整備（1）体制整備

（2）手続きコスト、提案費用

（3）プロセス（二段階）（3）プロセス（二段階）

（4）共同企業体

14
（5）指名停止、予定価格



入
札
契
約
に
係
る
諸
法
令

業
監
督
行
政
庁

発
注
者

政
策
目
標

国
土
交
通
省

国
特
殊
法
人

都
道
府
県

発
注
者

○
最
も
価
値
の
高
い
調
達
の
実
現

・
コ
ス
ト
の
低
減

・
品
質
の
確
保

都
道
府
県

都
道
府
県

市
町
村
等

・
品
質
の
確
保

・
タ
イ
ム
リ
ー

・
不
正
行
為
の
防
止
等

○
建
設
業
の
健
全
な
発
達

○
建
設
業
の
健
全
な
発
達

建
設
業
法
(1
9
4
9
)

会
計
法
(1
9
4
7
)

地
方
自
治
法
(1
9
4
7
)

入
札
契
約
適
正
化
法
(2
0
0
0
)

事
業
許
可
制
度
、

技
術
者
制
度
、

経
営
事
項
審
査
制
度

建
設
業
法
(1
9
4
9
)

予
定
価
格
制
度
等
、

入
札
契
約

手
続
き
の
基
本

地
方
自
治
法
(1
9
4
7
)

入
札
契
約
適
正
化
法
(2
0
0
0
)

官
製
談
合
防
止
法
(2
0
0
2
)

経
営
事
項
審
査
制
度

等
を
規
定

手
続
き
の
基
本 を
規
定

品
確
法
(2
0
0
5
)

各
種
運
用
規
則
類

各
種
運
用
規
則
類

•
共
同
企
業
体
運
用
基
準

•
指
名
基
準

官
公
需
法
(1
9
6
6
)

政
府
調
達
協
定

•
指
名
基
準

•
低
入
札
価
格
調
査
制
度

•
監
督
、
検
査
要
領

•
入
札
監
視
委
員
会

等

官
公
需
法
(1
9
6
6
)

独
占
禁
止
法
(1
9
4
7
)

•
入
札
監
視
委
員
会

等
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公
共
工
事
に
お
け
る
入
札
契
約
の
流
れ

施
工

資
格
審
査

入
札
・
契
約

施
工

資
格
審
査

入
札
・
契
約

施
工

資
格
審
査

建 設 業 許 可 取 得

経 営 事 項 審 査

公 告

参 加 資 格 確 認

通 知

履 行 保 証

総
合
評
価

V
E

(一
般

競
争

)

入
札
・
契
約

施
工

資
格
審
査

建 設 業 許 可 取 得

経 営 事 項 審 査

公 告

参 加 資 格 確 認

通 知

履 行 保 証

総
合
評
価

V
E

(一
般

競
争

)

入
札
・
契
約

監
検

工 事

建 設 業 許 可 取 得

経 営 事 項 審 査

(公
募
・

公 告

参 加 資 格 確 認

通 知

履 行 保 証

V
E

入
入 札 契 約 方 式

共 同 企 業 体 運 用

発 注
設 計 図 書 作 成

予 定 価 格 作 成

監
検

工 事

建 設 業 許 可 取 得

経 営 事 項 審 査

(公
募
・

公 告

参 加 資 格 確 認

通 知

履 行 保 証

V
E

入
入 札 契 約 方 式

共 同 企 業 体 運 用

発 注
設 計 図 書 作 成

予 定 価 格 作 成

督
査

成 績 評

建 設 業 許 可 取 得

経 営 事 項 審 査 利
用

( 工
事
希
望

)

掲 示 等

参 加 資 格 確 認 技 術 審 査
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